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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　鉄道車両各々に搭載された状態で、同一線区を走行中の鉄道車両相互間での電力エネル
ギの送受を架線、パンタグラフを介し、可能ならしめるためのエネルギ送受制御システム
であって、
　同一線区を走行中の他鉄道車両各々との間、または同一線区を走行中の鉄道車両全体を
管理している地上制御装置との間で無線通信を行う無線通信制御装置と、
　該無線通信制御装置を介した無線通信により自鉄道車両でのパンタグラフ点電圧の決定
を行うエネルギ制御装置と、
　直流電力を交流電力に変換するインバータと、
　該インバータに接続された車両駆動モータと、他鉄道車両、上記車両駆動モータそれぞ
れとの間で電力エネルギの入出力が可能とされているエネルギ蓄積装置と、
　パンタグラフに直接間接に接続され、且つ上記エネルギ蓄積装置に直接接続された状態
で、上記エネルギ制御装置からのパンタグラフ点電圧の決定に基づき、電力エネルギの送
受を行うエネルギ送受装置とを含み、
　上記無線通信制御装置による無線通信で、同一線区を走行中の他列車とエネルギの供給
又は補給が可能であることを上記エネルギ制御装置が判断したとき、上記他列車のパンタ
グラフ点電圧と、上記他列車がエネルギを供給するか補給されるかの状態とに基づいて、
自列車のパンタグラフ点電圧を、上記他列車に供給できる電圧又は補給できる電圧に制御
するエネルギ送受制御システム。
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【請求項２】
　請求項１記載のエネルギ送受制御システムにおいて、
　上記無線通信制御装置と、上記他鉄道車両各々、または上記地上制御装置との間での無
線通信は、鉄道線路に沿って敷設されている漏洩同軸ケーブルを介し行われるエネルギ送
受制御システム。
【請求項３】
　請求項１、または２に記載のエネルギ送受制御システムが搭載されてなる鉄道車両。
【請求項４】
　請求項１、または２に記載のエネルギ送受制御システムに加え、回転駆動力を発生する
エンジンと、該エンジンにより駆動される発電機と、該発電機からの発電出力を整流する
整流器とが設けられた上、上記整流器と上記インバータとの間には、上記エネルギ送受装
置を介し上記エネルギ蓄積装置が接続されてなる鉄道車両駆動システム。
【請求項５】
　請求項４記載の鉄道車両駆動システムにおいて、
　上記エネルギ制御装置では、自鉄道車両でのパンタグラフ点電圧の決定に際して、走行
パターン、あるいは停止パターンから予測される自鉄道車両での使用電力エネルギ、ある
いは回生電力エネルギが、少なくとも考慮されてなる鉄道車両駆動システム。
【請求項６】
　請求項４、または５に記載の鉄道車両駆動システムが搭載されてなる鉄道車両。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、鉄道車両各々に搭載された状態で、同一線区を走行中の鉄道車両相互間での電
力エネルギの送受を架線、パンタグラフを介し、可能ならしめるためのエネルギ送受制御
システム、更には、このエネルギ送受制御システムを含んでなる鉄道車両駆動システム、
更にはまた、そのエネルギ送受制御システム、または鉄道車両駆動システムが搭載されて
なる鉄道車両に関する。
【０００２】
【従来の技術】
これまで、鉄道車両の種別としては、その駆動方式から、おおまかに３種類に大別されて
いる。その１つは、変電所から電力を受容することにより加減速を行い走行する鉄道車両
（いわゆる、電車がこれに該当）であり、その２は、ディーゼルエンジンを使用して走行
する鉄道車両（ディーゼル車両）である。その３としては、それら鉄道車両の中間に位置
する鉄道車両（いわゆる、ハイブリッド車両）が挙げられる。このハイブリッド車両の一
例での構成としては、変電所からの電力を受容することが可能とされつつも、基本的には
、ディーゼルエンジンや発電機、整流器、インバータ、車両駆動モータ等が搭載された上
、ディーゼルエンジンにより車両駆動モータが回転駆動されることで、車両自体が走行駆
動されている。
【０００３】
ここで、加減速について説明すれば、電車では、次のようにして、加減速が行われている
。即ち、加速時には、架線を介して電力供給を受け、インバータにより直流電力は交流電
力に変換された状態として、モータに供給されることで、加速が行われている。一方、減
速は以下の２通りの方法のうち、何れか１つの方法よっている。その１つは、機械的空気
ブレーキによる方法である。もう１つは、モータを発電機として作用させる電気ブレーキ
による方法である。更に、この電気ブレーキには２通りの方法があり、その１つは、モー
タからの交流電力をインバータにより直流電力に変換した上、抵抗等で消費させることで
、ブレーキ力が得られるようになっている（発電ブレーキ）。もう１つは、得られたエネ
ルギの一部は回生エネルギとして架線に戻され、力行中の他電車で消費されている（回生
ブレーキ）。
【０００４】
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また、ディーゼル車両では、エンジンの回転数が制御されつつ、回転駆動力が動力伝達装
置を介し車輪へ伝達されることにより加速運転が行われている一方、ブレーキ時には、一
般に、機械的空気ブレーキにより車両が制動されるようになっている。更に、ハイブリッ
ト車両では、エネルギを蓄積する電池が搭載されており、自車両の制御が行われる上で、
その電池を有効に利用することが可能となっている。即ち、ブレーキ時には、回生エネル
ギが電池に蓄えられ、加速時には、その電池からのエネルギが利用可能とされている。
【０００５】
因みに、特許文献１には、蓄電池が搭載されたハイブリッド型軌道車両が開示されており
、ブレーキ時には、回生エネルギが電池に蓄えられ、加速時には、その電池からのエネル
ギが利用可能となっている。
【０００６】
【特許文献１】
特開２０００―３５０３０８号公報
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、ディーゼル車両は別として、これまでの電車やハイブリッド車両において
は、線区全体として考えた場合、電力エネルギの有効利用が十分になされているとはいえ
ない。例えば電車においては、エネルギ蓄積装置が搭載されていないことから、ブレーキ
時での回生エネルギを後に再利用し得ないことになる。また、機械的空気ブレーキを使用
した場合、運動エネルギはブレーキにて熱エネルギとして捨てられるため、エネルギの無
駄が発生することになる。たとえ、一部を回生エネルギとして架線に戻すことは可能であ
るとしても、周囲に力行中の電車が存在しない場合には、有効な利用は不可能となる。
【０００８】
また、電池搭載のハイブリット車両においては、自車両のエネルギとして有効利用するこ
とが可能とされているも、車両に電池が搭載されると、電池の電圧が一定になることから
、自車両のパンタグラフ点電圧も一定となり、パンタグラフ点電圧を自由に制御すること
は不可能となる。このことから、エネルギを架線に戻すことも不可能となる。したがって
、自車両の電池特性以上のエネルギが発生した場合には、抵抗等でエネルギを消費させる
必要があり、エネルギロスが発生することになる。また、電池の容量を大きくすれば、エ
ネルギロスの発生が防止可能となるも、その反面、車両自体の重量が重くなり、却って消
費エネルギが増加することになる。
【０００９】
一方、線区における変電所の観点からすれば、ある変電所区間内で、複数の鉄道車両が同
時に加速を行うと、変電所のピーク電力が異常に増大し、場合によっては、契約量以上の
電力を消費するといったこともあり得る。このような場合、鉄道会社としては、多額の超
過金額を電力会社に支払う必要があり、また、電力会社とすれば、異常な大きさのピーク
電力にも十分、耐えられるよう、変電所を再設計したり、予め設計しておかなければなら
ず、徒に多くの費用が要されることになる。
【００１０】
本発明の目的は、電車やハイブリッド車両に搭載された場合に、回生エネルギが無駄なく
有効利用されるばかりか、他鉄道車両との間で余剰エネルギが送受されることで、鉄道車
両それぞれで効率的な運転が可能となるとともに、併せて変電所のピーク電力が異常に増
大することが抑制可能とされたエネルギ送受制御システムを提供することにある。
【００１１】
また、本発明の目的は、ハイブリッド車両に搭載された場合に、回生エネルギや発電機に
よる発電エネルギが無駄なく有効利用されるばかりか、他鉄道車両との間で余剰エネルギ
が送受されることで、鉄道車両それぞれで効率的な運転が可能となるとともに、併せて変
電所のピーク電力が異常に増大することが抑制可能とされた鉄道車両駆動システムを提供
することにある。
【００１２】
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更に、本発明の目的は、少なくとも、回生エネルギが無駄なく有効利用されるばかりか、
他鉄道車両との間で余剰エネルギが送受されることで、それぞれで効率的な運転が可能と
なるとともに、併せて変電所のピーク電力が異常に増大することが抑制可能とされた、電
車やハイブリッド車両としての鉄道車両を提供することにある。
【００１３】
【課題を解決するための手段】
　本発明のエネルギ送受制御システムは、基本的に、同一線区を走行中の他鉄道車両各々
との間、または同一線区を走行中の鉄道車両全体を管理している地上制御装置との間で無
線通信を行う無線通信制御装置と、該無線通信制御装置を介した無線通信により自鉄道車
両でのパンタグラフ点電圧の決定を行うエネルギ制御装置と、直流電力を交流電力に変換
するインバータと、該インバータに接続された車両駆動モータと、他鉄道車両、上記車両
駆動モータそれぞれとの間で電力エネルギの入出力が可能とされているエネルギ蓄積装置
と、パンタグラフに直接間接に接続され、且つ上記エネルギ蓄積装置に直接接続された状
態で、上記エネルギ制御装置からのパンタグラフ点電圧の決定に基づき、電力エネルギの
送受を行うエネルギ送受装置とを含むよう構成され、無線通信制御装置による無線通信で
、同一線区を走行中の他列車とエネルギの供給又は補給が可能であることをエネルギ制御
装置が判断したとき、上記他列車のパンタグラフ点電圧と、上記他列車がエネルギを供給
するか補給されるかの状態とに基づいて、自列車のパンタグラフ点電圧を、上記他列車に
供給できる電圧又は補給できる電圧に制御するようにしたものである。また、無線通信制
御装置と、上記他鉄道車両各々、または上記地上制御装置との間では、鉄道線路に沿って
敷設されている漏洩同軸ケーブルを介し、無線通信が行われるようにしたものである。
【００１４】
本発明の鉄道車両駆動システムはまた、以上の如くにしてなるエネルギ送受制御システム
に加え、回転駆動力を発生するエンジンと、該エンジンにより駆動される発電機と、該発
電機からの発電出力を整流する整流器とが設けられた上、整流器とインバータとの間には
、エネルギ送受装置を介しエネルギ蓄積装置が接続されるよう、構成されたものである。
また、エネルギ制御装置では、自鉄道車両でのパンタグラフ点電圧の決定に際して、走行
パターン、あるいは停止パターンから予測される自鉄道車両での使用電力エネルギ、ある
いは回生電力エネルギが少なくとも考慮されるようにしたものである。
【００１５】
更に、本発明の鉄道車両は、以上の如くにしてなるエネルギ送受制御システムや鉄道車両
駆動システムが搭載されるようにしたものである。
【００１６】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の一実施の形態について、図１から図３１により説明する。
先ず本発明の具体的説明に先立って、エネルギ送受制御システムを含むようにして、本発
明の鉄道車両駆動システム、または鉄道車両の概要について説明しておく。以下、鉄道車
両を単に列車と称することとして、本発明では、各列車間でエネルギの送受を行うことに
より、ブレーキ時でのエネルギロスを防止し、変電所のピーク電力を下げ、線区全体とし
ての省エネルギ化を図ることがその目的とされている。
【００１７】
具体的には、ディーゼルエンジンと、このディーゼルエンジンにより何等かの動力伝達装
置を介し回転駆動される発電機と、この発電機の発電出力を直流電力に変換する整流器と
、この整流器からの直流電力を交流電力に変換するインバータと、インバータからの交流
電力により回転駆動される車両駆動モータと、整流器とインバータとの間の配線に、エネ
ルギ送受装置（例えば昇降圧チョッパとして構成）を介し分岐接続されるエネルギ蓄積装
置と、インバータやエネルギ送受装置に接続されるエネルギ制御装置と、このエネルギ制
御装置に接続される無線通信制御装置とを含むようにして構成されている。
【００１８】
以上の如くにしてなる列車駆動システム、または列車には、変電所や他列車からの電力エ
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ネルギが架線、パンタグラフを介し供給可能とされており、それら変電所や他列車にはま
た、列車駆動システム、または列車からの電力エネルギが逆経路を介し供給可能とされて
いる。
【００１９】
より具体的にその動作を説明すれば、加速時においては、ディーゼルエンジンにより発電
機が回転駆動され、その発電出力で整流器、インバータを介し車両駆動モータが回転駆動
されることで、加速されている。この際、エネルギ蓄積装置を利用し、ディーゼルエンジ
ンを一定回転数として回転動作させるよう、制御すれば、高効率な運転が可能となる。例
えば発電機からの電力エネルギが不足する場合には、エネルギ蓄積装置から不足エネルギ
を出力するようにし、更に、不足するような場合には、無線通信制御装置により他列車と
の間で無線通信を行い、エネルギ供給可能な列車から架線を介し、エネルギを供給して貰
うようにする。エネルギを供給して貰う場合、エネルギ制御装置によりエネルギ送受装置
が制御され、自列車のパンタグラフ点電圧を低下させることによって、自列車へのエネル
ギ供給が可能とされている。また、以上とは逆に、発電出力が余剰である場合には、エネ
ルギ蓄積装置に蓄積したり、他列車に送電するといった制御が採られるようになっている
。
【００２０】
一方、ブレーキ時においては、車両駆動モータからの発電エネルギはインバータを介し、
エネルギ蓄積装置に蓄積されたり、他列車に供給されることで、高効率な運転が可能とさ
れている。
【００２１】
以上のように、エネルギ不足の場合、他列車からのエネルギ供給が可能とされているが、
エネルギ不足でない場合でも、他列車からのエネルギ供給は可能となっている。例えば列
車間通信により、エネルギ供給可能な列車が存在している場合には、自列車のパンタグラ
フ点電圧を低下させることにより、エネルギを受容することが可能となっている。また、
列車間無線通信だけでなく、各列車全体を管理している地上制御装置との間で無線通信を
行うことにより、線区全体としてのエネルギ配分を考えることも可能である。この場合、
地上制御装置により列車各々に対してはパンタグラフ点電圧が指定され、列車各々では、
パンタグラフ点電圧がその指定パンタグラフ点電圧に設定されることで、エネルギの送受
が可能となっている。
【００２２】
さて、本発明について具体的に説明すれば、先ず列車相互間での電力エネルギ送受態様を
図１に示す。図示のように、例えば列車１０２ａ，１０２ｂ間でエネルギ１０１ａの送受
が必要となる場合には、架線１０３、パンタグラフ１０４ａ，１０４ｂを介し、エネルギ
１０１ａが送受される。同様に、列車１０２ａ，１０２ｃ間でエネルギ１０１ｃの送受が
必要となる場合には、架線１０３、パンタグラフ１０４ａ，１０４ｃを介し、エネルギ１
０１ｃが送受され、また、列車１０２ｂ，１０２ｃ間でエネルギ１０１ｂの送受が必要と
なる場合には、架線１０３、パンタグラフ１０４ｂ，１０４ｃを介し、エネルギ１０１ｂ
が送受される。
【００２３】
図２はまた、以上のようなエネルギ送受が可能とされた列車の一例での概要構成を示す。
既述のように、列車２０１は、ディーゼルエンジン２０２や発電機２０３、整流器２０４
、インバータ２０５、車両駆動モータ２０６の他、整流器２０４とインバータ２０５との
間の配線から、エネルギ送受装置２０７を介し分岐接続されている蓄積装置２１１を含む
ようにして構成されている。また、インバータ２０５、エネルギ送受装置２０７それぞれ
をＰＷＭ制御、エネルギ送受制御すべく、エネルギ制御装置２１１が設けられており、更
に、このエネルギ制御装置２１１には重量センサ２０９や、無線通信制御装置２１０が接
続されている。
【００２４】
因みに、エネルギ蓄積装置２１１としては、ニッケルカドミウム電池やリチウムイオン電
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池、鉛電池等のように、充放電可能な電池が考えられる。また、図示は省略されているが
、整流器２０４とインバータ２０５との間の配線にはパンタグラフが直接的に接続される
か（直流電化方式の場合）、または単相用インバータを介し接続されるようになっている
（交流電化方式の場合）。更に、無線通信制御装置２１０は、無線インタフェース部と、
その無線インタフェース部で入出力される情報を制御する通信制御部とを有しており、そ
の無線インタフェース部に用いられるものとしては、現状、実現容易性からして、漏洩同
軸ケーブル（ＬＣＸ）が最有力となっている。尤も、カバーエリアの拡大化等、諸条件が
揃えば、ブルートゥース等も考えられる。
【００２５】
その列車２０１では、加速時においては、ディーゼルエンジン２０１はその回転数が上げ
られ、この回転により発電機２０３が回転駆動される。その発電機２０３からの発電出力
は、整流器２０４、インバータ２０５を介し車両駆動モータ２０６に供給されることによ
って、列車２０１は加速される。また、その際、整流器２０４からの直流出力は、エネル
ギ制御装置２０８による制御下に、エネルギ送受装置２０７を介しエネルギ蓄積装置２１
１に供給されることで、必要に応じて蓄積されるようになっている。そのエネルギ制御装
置２０８ではまた、▲１▼インバータ２０５、エネルギ蓄積装置２１１それぞれが電力を
如何程、使用するか、▲２▼他列車から架線１０３を介し、エネルギ供給をして貰うか、
▲３▼架線１０３を介し、他列車にエネルギ供給を行うか、についての決定が行われてい
るが、このエネルギ制御装置２０８については、後述するところである。
【００２６】
一方、ブレーキ時においては、車両駆動モータ２０６からの発電エネルギはインバータ２
０５により直流電力に変換された後、エネルギ蓄積装置２１１で必要に応じて蓄積される
か、または架線１０３を介し他列車に供給される。
【００２７】
ここで、既述のエネルギ制御装置２０８について説明すれば、このエネルギ制御装置２０
８は、図３～図５の何れかに示すものとして構成されている。図３に示すエネルギ制御装
置２０８は、走行パターンＤＢ（ＤＢ：データベース）３０１、走行パターン作成部３０
２、充電パターンＤＢ３０３、電圧制御部３０４、運転制御部３０５、ダイヤＤＢ３０６
及び路線ＤＢ３０７から構成されている。しかしながら、図４では、図３に比し、走行パ
ターンＤＢ３０１が存在しなく、また、図５では、図３に比し、走行パターン作成部３０
２が存在しない状態として構成されている。
【００２８】
そのエネルギ制御装置２０８の構成要素各々について説明すれば、以下のようである。
走行パターンＤＢ３０１：列車がどのようにして、加速⇔定速⇔惰行⇔ブレーキが行われ
るかを示す走行パターン、あるいは、どのように停止されるかを示す停止パターンが格納
されたＤＢである。この走行パターンＤＢ３０１は位置（あるいは時刻）及び速度で構成
されており、この走行パターンＤＢ３０１に基づき、走行パターンや停止パターンが作成
可能となっている。因みに、図６（Ａ），（Ｂ）には、それぞれ走行パターン６０１、停
止パターン６０２の例が、縦軸が速度として、また、横軸が位置として示されている。
【００２９】
走行パターン作成部３０２：走行パターン６０１や停止パターン６０２を作成するための
ものである。
充電パターンＤＢ３０３：エネルギ蓄積装置２１１の充電パターンであり、どのように充
電・放電を繰り返すのが、エネルギ蓄積装置２１１自体の寿命を引き伸ばし、高性能な使
用になるのかを示すパターンが格納されたＤＢである。
ダイヤＤＢ３０６：図７に示すように構成されており、何時にどの駅を出発して、何時に
どの駅を通過、あるいは何時にどの駅に到着するか、といった情報で構成されている。
路線ＤＢ３０７：図８に示すように、勾配ＤＢ８０１、曲線ＤＢ８０２、トンネルＤＢ８
０３、制限速度ＤＢ８０４、臨時速度制限ＤＢ８０５及び閉塞割ＤＢ８０６から構成され
ている。
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【００３０】
図９に路線図の例が示されているが、これを参照しつつ、線区内での勾配情報を示した勾
配ＤＢ８０１（図１０）、線区内での曲線情報を示した曲線ＤＢ８０２（図１１）、線区
内でのトンネル情報を示したトンネルＤＢ８０３（図１２）、線区内での制限速度情報を
示した制限速度ＤＢ８０４（図１３）、線区内での臨時制限速度情報を示した臨時速度制
限ＤＢ８０５（図１４）、線区内での閉塞割を示した閉塞割ＤＢ８０６（図１５）それぞ
れについて、簡単ながら説明すれば、以下のようである。
【００３１】
勾配ＤＢ８０１：この勾配ＤＢ８０１内には、路線図内での勾配値がＤＢ化されている。
図９に示すように、例えば軌道回路番号１の左端０ｍから軌道回路番号１の左端２００ｍ
までが勾配－２‰であり、軌道回路番号１の左端２００ｍから軌道回路番号２の左端３０
０ｍまでが勾配－６‰であり、以下、同様にして、軌道回路番号６の左端２００ｍから軌
道回路番号６の左端４５０ｍまでが勾配－３２‰である場合には、図１０に示すように表
現される。
【００３２】
曲線ＤＢ８０２：この曲線ＤＢ８０２内には、路線図内での曲線値がＤＢ化されている。
図９に示すように、例えば軌道回路番号１の左端２２５ｍから軌道回路番号２の左端２０
０ｍまでが曲線２５０であり、軌道回路番号２の左端４５０ｍから軌道回路番号３の左端
１５０ｍまでが曲線３００であり、以下、同様にして、軌道回路番号５の左端５０ｍから
軌道回路番号６の左端４５０ｍまでが曲線５００である場合には、図１１に示すように表
現される。
【００３３】
トンネルＤＢ８０３：このトンネルＤＢ８０３内には、路線図内でのトンネル値がＤＢ化
されている。図９に示すように、例えば軌道回路番号１の左端２００ｍから軌道回路番号
３の左端７５ｍまでがトンネル２５０であり、以下、軌道回路番号４の左端２５０ｍから
軌道回路番号６の左端１５０ｍまでがトンネルである場合には、図１２に示すように表現
される。
【００３４】
制限速度ＤＢ８０４：この制限速度ＤＢ８０４内には、路線図内での速度制限値がＤＢ化
されている。図９に示すように、例えば軌道回路番号１の左端０ｍから軌道回路番号４の
左端１５０ｍまでが７５ｋｍ／ｈの速度制限があり、以下、同様にして、軌道回路番号５
の左端２００ｍから軌道回路番号６の左端４５０ｍまでが９５ｋｍ／ｈの速度制限がある
場合には、図１３に示すように表現される。
【００３５】
臨時速度制限ＤＢ８０５：この臨時制限速度ＤＢ８０５内には、雨天や強風、事故等、何
等かの問題が生じた場合に、臨時にかけられる速度制限値がＤＢ化されている。図９に示
すように、例えば軌道回路番号２の左端３００ｍから軌道回路番号４の左端３５０ｍまで
が４５ｋｍ／ｈの速度制限がある場合は、図１４に示すように表現される。
【００３６】
閉塞割ＤＢ８０６：軌道回路の連結が表されている。図９に示すように、例えば軌道回路
１→軌道回路２→軌道回路３→軌道回路４→軌道回路５→軌道回路６となっている場合に
は、図１５に示すように表現される。因みに、「…」は隣接軌道回路が存在しないことを
示す。
【００３７】
運転制御部３０５では、以上の走行パターンＤＢ３０１、充電パターンＤＢ３０３、ダイ
ヤＤＢ３０６及び路線ＤＢ３０７に基づき、如何なる運転が行われるのかが決定されてい
る。即ち、エネルギ蓄積装置２１１自体の寿命を引き伸ばすように運転を行うのか、列車
単体としての省エネ化運転を行うのか等、走行モードが決定される。また、他列車へエネ
ルギを供給するのか、他列車からエネルギを受け取るのかも併せて決定されているが、こ
の運転制御部３０５の一例での動作フローを図１６に示す。
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【００３８】
この動作フローについて説明すれば、先ずステップ１６０１では、走行パターンＤＢ３０
１上での走行パターン、もしくは停止パターンの存否が判断される。それが存在すれば、
ステップ１６０２に進み、走行パターンＤＢ３０１上に存在する走行パターン、もしくは
停止パターンから、最適なパターンが選択される。この際での選択方法としては、例えば
、重量センサ２０９等を用いて乗車人数を推定し、乗車人数に最も近いパターンを選択す
る方法や、天候条件等を考慮の上、経験的に推定する方法、あるいはこれら方法を組合せ
て推定する方法が考えられる。走行パターン、もしくは停止パターンの選択はまた、運転
士や車掌が行うようにしてもよい。
【００３９】
一方、ステップ１６０１での判断で、存在しないと判断された場合には、ステップ１６０
３で、走行パターン作成部３０２の存否が判断される。もしも、それが存在しない場合は
、走行パターン、もしくは停止パターンは不明であり、したがって、推定走行は不可能で
あることから、処理は終了となる。また、ステップ１６０３で、走行パターン作成部３０
２が存在すると判断された場合には、ステップ１６０４で、その走行パターン作成部３０
２により走行パターン、もしくは停止パターンが作成される。尤も、走行パターンを自動
列車運転装置（ＡＴＯ）等を用いオンラインで作成したり、オフラインで予め作成してお
くことも考えられる。また、停止パターンだけを考慮し、それ以外は運転士に任せる方法
でもよい。
【００４０】
以上のようにして、走行パターン、もしくは停止パターンが作成された後は、ステップ１
６０５で、その走行パターン、もしくは停止パターンから、走行時、もしくは停止時での
回生エネルギが推定される。その後のステップ１６０６では、充電パターンＤＢ３０３と
、エネルギ蓄積装置２１１のエネルギ残量、ステップ１６０５で推定された回生エネルギ
量から、他列車からエネルギ補給を受けるか、他列車にエネルギ供給をするか、何も行わ
ないかが決定された上、無線通信制御装置２１０を介しその決定情報が他列車に送信され
る。
【００４１】
無線通信制御装置２１０では、他列車への情報送信に対する応答として、他列車からの情
報が受信されるが、この情報は、ステップ１６０７で参照される。即ち、送信元列車のパ
ンタグラフ点電圧と、送信元列車が▲１▼エネルギを供給したいか、▲２▼エネルギを補
給されたいか、▲３▼供給も補給も行わないか、といった内容の情報が参照される。この
参照情報に基づき、ステップ１６０８では、自列車のパンタグラフ点電圧が決定された上
、電圧制御部３０４に送信されることによって、そのパンタグラフ点電圧が制御されるよ
うになっている（この電圧制御部３０４については、後述）。その後、ステップ１６０９
では、発電機２０３からのエネルギによる走行と、エネルギ蓄積装置２１１からのエネル
ギの使用による走行とを組合せることで、走行パターンが遵守されつつ、省エネとなるよ
うな制御が行われる。
【００４２】
以上のように、電圧制御部３０４により自列車のパンタグラフ点電圧が制御されているが
、その制御処理フローを図１７に示す。図示のように、先ずステップ１７０１では、運転
制御部３０５からのパンタグラフ点電圧の決定情報、即ち、自列車のパンタグラフ点電圧
設定情報が取得された上、参照される。その後のステップ１７０２では、その参照された
パンタグラフ点電圧設定情報に基づき、エネルギ送受装置２０７が制御されることで、自
列車のパンタグラフ点電圧が調整される。
【００４３】
電圧制御部３０４により、自列車のパンタグラフ点電圧を変化させることで、他列車から
のエネルギを自列車のエネルギ蓄積装置に蓄積したり、これとは逆に、自列車のエネルギ
を他列車に供給することが可能とされているが、これを交流電化方式、直流電化方式に分
け、より具体的に説明すれば、以下のようである。
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【００４４】
即ち、先ず交流電化方式の場合について説明すれば、図１８には、架線１８０１を介し列
車１８０２ａ，１８０２ｂ間でエネルギが授受されている状態が模式図として示されてい
るが、これを更に簡略化して図示すれば、図１９に示すものとなる。図１９に示すように
、列車１８０２ａ，１８０２ｂ各々は電圧源及びリアクタンスから構成されているが、こ
れを１つの等価回路として考慮すれば、その等化回路は、図２０に示すものとなる。
【００４５】
ここで、列車１が電力エネルギを供給する列車、列車２が電力エネルギを受け取る車両と
し、また、列車１、列車２の電圧をぞれぞれV1、V2、リアクタンスをそれぞれL1、L2、更
に、その等価回路に流れる電流をI1とすれば、以下の関係式が成立する。
【００４６】
【数１】
V1－V2＝ω（L1＋L2）I1
但し、ωは車両駆動モータの角周波数である。
【００４７】
したがって、その関係式より、V1=V2であれば、I1=0となり、また、V1≠V2であれば、I1
≠0となる。これを証明する。V1，V2，I1がそれぞれ、以下のように表されるものとする
。
【００４８】
【数２】
V1＝Veｊωｔ・eｊμ

V2= Veｊωｔ

I1= Ieｊωｔ・eｊφ

【００４９】
とすれば、上記関係式は、以下のようになる。
【００５０】
【数３】
Veｊωｔ・eｊμ－Veｊωｔ＝ω（L1＋L2）Ieｊωｔ・eｊφ

Veｊμ－V＝ω（L1＋L2）I・eｊφ

【００５１】
結局、Vとμを決めれば、I とφが決まる。このことより、v，iは、以下のようになる。
【００５２】
【数４】
v（Ｖ, μ）＝Ｖ・eｊμ

i（I，φ）＝I・eｊφ

【００５３】
電力Ｐは、以下のように表される。
【００５４】
【数５】

【００５５】
したがって、Ｖ，Ｉ及びμとφの関係から、引き渡せる電力量も決定されることになる。
これについて説明すれば、μ－φ＝0、即ち、μ，φ間に位相差がない場合には、図２１
に示すように、電力ＰはＰ＝ＶＩとなる。また、μとφの位相差がπ/2である場合には、
図２２に示すように、Ｐ＝0となる。更に、μとφの位相差がπの場合には、図２３に示
すように、Ｐ＝－ＶＩとなる。
【００５６】
以上述べたように、交流電化方式の場合には、位相を変化させることで、自身のパンタグ
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ラフ点電圧を調整することが可能になり、他列車と自列車のパンタグラフ点電圧が異なれ
ば、電気回路になっている故、エネルギ（電流）の移動があり、自由に必要な電力の送受
が可能となる。
【００５７】
一方、直流電化方式の場合には、エネルギ蓄積装置２１１を加えただけでは、パンタグラ
フ点電圧は各列車間で常に同一であることから、エネルギの受け渡しは不可能である。エ
ネルギを受けるには、少なくとも他の1列車よりも電圧が低くなければならず、また、エ
ネルギを渡す場合には、少なくとも他の1列車よりも電圧が高くなければならない。これ
を実現するために、エネルギ送受装置２０７としての昇降圧チョッパが、電圧制御部３０
４により制御されている。
【００５８】
この昇降圧チョッパによる制御について説明すれば、図２４に示すように、エネルギ蓄積
装置２１１とインバータ２０５、整流器２０４各々との間には、エネルギ送受装置２０７
としての、例えば昇降圧チョッパが設けられている。その昇降圧チョッパ自体はまた、主
にスイッチＴ２，ＴＳとしてのＩＧＢＴから構成されており、スイッチＴ２，ＴＳの切替
えにより充放電が可能とされている。因みに、図２４中、２４０５は平滑用キャパシタを
示す。また、エネルギ送受経路（充放電経路）を太実線として示す。即ち、パンタグラフ
１０４、リアクタンス２４０４及びスイッチ２４０２，２４０６からエネルギ送受経路が
形成されており、機器の安全上、スイッチ２４０３及び抵抗器２４０１が併せて設けられ
ている。
【００５９】
より具体的に、先ずエネルギ蓄積装置２１１が充電される場合について説明すれば、その
充電に際しては、スイッチＴＳは常時、ＯＦＦ状態に、また、スイッチＴ２はＯＮ／ＯＦ
Ｆスイッチング状態におかれる。この際での電流I1の大きさを図２５に示す。また、電流
I2については、スイッチＴ２がＯＮ状態におかれた場合に流れるも、ＯＦＦ状態におかれ
た場合には流れなくなる。したがって、スイッチＴ２のＯＮ／ＯＦＦスイッチング・タイ
ミングが変更されることで、エネルギ蓄積装置２１１への電流量が容易に調整可能とされ
ており、必要な電流量が流されることで、エネルギ蓄積装置２１１には自由にエネルギが
蓄積され得ることになる。このように、他列車からのエネルギを自列車のエネルギ蓄積装
置に蓄積することが可能とされている。電流I1，I2の方向については、スイッチＴ２，Ｔ
ＳのＯＮ／ＯＦＦ状態との関係として図２６に示す。
【００６０】
一方、エネルギ蓄積装置２１１から放電される場合について説明すれば、これは、スイッ
チＴ２は常時、ＯＦＦ状態におかれ、また、スイッチＴＳはＯＮ／ＯＦＦ状態におかれる
。この際での電流I1，I2の大きさを図２７（Ａ），（Ｂ）に示す。図２７（Ａ），（Ｂ）
より、スイッチＴＳがＯＮ状態におかれた場合に、電流I1は流れるも、電流I2は徐々に減
少するか、もしくは流れない。また、スイッチＴＳがＯＦＦ状態におかれた場合には、電
流I1は減少し、電流I2はそれまで流れていた電流I1が流れる。したがって、スイッチＴＳ
のＯＮ／ＯＦＦスイッチング・タイミングが変更されることで、平滑用キャパシタ２４０
５への電流量が調整可能とされており、必要な電流量を流すことで、自由にエネルギを放
電可能となっている。このように、自列車のエネルギを他列車に供給することが可能とさ
れている。なお、電流I1，I2の方向については、スイッチＴ２，ＴＳのＯＮ／ＯＦＦ状態
との関係として図２８に示す。
【００６１】
ところで、無線通信制御装置２１０での動作について再確認すれば、図２９にその動作フ
ローを示す。図示のように、ステップ２９０１では、他列車と無線通信することにより、
エネルギを他列車に受けわたせる列車か、エネルギ補給が必要となる列車が存在するかが
確認される。次のステップ２９０２では、送信元の列車のパンタグラフ点電圧と、送信元
列車が▲１▼エネルギを供給したいか、▲２▼エネルギを補給されたいか、▲３▼供給も
補給も行わないか、といった内容の情報がエネルギ制御装置２０８に送信されている。
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【００６２】
以上の例では、無線通信制御装置２１０と他列車各々との間で無線により送受信が行われ
ることで、最終的に自列車のパンタグラフ点電圧が設定されているが、地上制御装置との
間で漏洩同軸ケーブルを介し送受信を行うことにより、自列車のパンタグラフ点電圧を設
定する方法も考えられる。これについて、図３０により説明すれば、地上制御装置３００
１では、列車３００６，３００７それぞれに搭載されている無線通信制御装置２１０と無
線交信を行い、送信元列車のパンタグラフ点電圧と、送信元列車が▲１▼エネルギを供給
したいか、▲２▼エネルギを補給されたいか、▲３▼供給も補給も行わないか、といった
内容の情報が受信される。この受信情報に基づき、地上制御装置３００１により列車それ
ぞれのパンタグラフ点電圧が設定された上、パンタグラフ点電圧設定情報として該当列車
に送信されるようにすればよい。
【００６３】
以上のようにして、地上制御装置３００１によりパンタグラフ点電圧が設定されているが
、この場合での無線通信制御装置２１０の動作について説明すれば、図３１にその動作フ
ローを示す。図示のように、ステップ３１０１では、地上制御装置３００１との無線通信
により、自列車のパンタグラフ点電圧と、▲１▼エネルギを供給したいか、▲２▼エネル
ギを補給されたいか、▲３▼供給も補給も行わないか、といった内容の情報とが地上制御
装置３００１に送信される。その後、ステップ３１０２では、地上制御装置３００１から
の情報（パンタグラフ点電圧設定情報）が受信された上、エネルギ制御装置２０８に転送
されている。したがって、既述のステップ１６０８では、地上制御装置３００１により決
定されたパンタグラフ点電圧がそのまま用いられるようにすればよい。
【００６４】
以上、述べたように、回生ブレーキ時でのエネルギロスが防止されるとともに、ある変電
所区間内で、複数の列車が同時加速しても変電所のピーク電力が上がらないようにするこ
とが可能となる。また、列車間でエネルギを送受することで、各列車が更に高効率な運転
を行うことが可能となる。したがって、鉄道システム全体としての省力化を図れることに
なる。更に、変電所のピーク電力を下げることも可能となり、変電所の負荷・規模の軽減
や、変電所の削減が可能となる。
【００６５】
因みに、上記発明以外には、以下のような発明（１）～（９）も考えられる。
即ち、
（１）エネルギを伝送する架線と自鉄道車両間のエネルギの送受信をパンタグラフを介し
て行われる鉄道車両において、同一線区を走行している他鉄道車両と前記架線及び前記パ
ンタグラフを介してエネルギの送受信可能な通信制御部と、前記通信制御部で受信した他
鉄道車両のエネルギと自鉄道列車のエネルギとに基づいて前記パンタグラフの電圧を制御
する電圧制御部とを有する鉄道車両。
（２）請求項１記載のエネルギ送受可能鉄道車両において、自列車のパンタグラフ点電圧
を自由に制御することができることを特徴とするエネルギ送受可能鉄道車両。
（３）請求項１、または２に記載のエネルギ送受可能鉄道車両において、エンジン、発電
機、整流器、インバータ、モータ－を有する鉄道車両。
（４）　請求項１～３の何れかに記載のエネルギ送受可能鉄道車両において、エネルギを
格納し、エネルギの入出力が可能なエネルギ蓄積装置を有する鉄道車両。
（５）請求項１～４の何れかに記載のエネルギ送受可能鉄道車両において、走行パターン
もしくは停止パターンから列車の使用するエネルギを予測するエネルギ制御装置と各列車
及び地上設備との通信を行うことができる装置を持つことを特徴とするエネルギ送受可能
鉄道車両。
（６）請求項１～４の何れかに記載のエネルギ送受可能鉄道車両において、走行パターン
もしくは停止パターンから列車の使用するエネルギを予測するエネルギ制御装置と各列車
及び地上設備との通信方法を持つことを特徴とするエネルギ送受可能鉄道車両。
（７）請求項１～６の何れかに記載のエネルギ送受可能鉄道車両において、エネルギ送受
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可能鉄道車両の各列車及び地上設備との通信を行うことができる装置が無線通信制御装置
であることを特徴とするエネルギ送受可能鉄道車両。
（８）請求項１～７の何れかに記載のエネルギ送受可能鉄道車両において、発電機の電圧
を調整する電圧制御装置を有することを特徴とするエネルギ送受可能鉄道車両。
（９）請求項１～８の何れかに記載のエネルギ送受可能鉄道車両において、エネルギ蓄積
装置が電圧を制御することができることを特徴とするエネルギ送受可能鉄道車両。
【００６６】
以上、本発明者によってなされた発明を実施の形態に基づき、具体的に説明したが、本発
明は上記実施の形態に限定されるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲内で種々変更
可能であることはいうまでもない。
【００６７】
【発明の効果】
電車やハイブリッド車両に搭載された場合に、回生エネルギが無駄なく有効利用されるば
かりか、他鉄道車両との間で余剰エネルギが送受されることで、鉄道車両それぞれで効率
的な運転が可能となるとともに、併せて変電所のピーク電力が異常に増大することが抑制
可能とされた電力エネルギ送受制御システムが提供される。
【００６８】
ハイブリッド車両に搭載された場合に、回生エネルギや発電機による発電エネルギが無駄
なく有効利用されるばかりか、他鉄道車両との間で余剰エネルギが送受されることで、鉄
道車両それぞれで効率的な運転が可能となるとともに、併せて変電所のピーク電力が異常
に増大することが抑制可能とされた鉄道車両駆動システムが提供される。
【００６９】
少なくとも、回生エネルギが無駄なく有効利用されるばかりか、他鉄道車両との間で余剰
エネルギが送受されることで、それぞれで効率的な運転が可能となるとともに、併せて変
電所のピーク電力が異常に増大することが抑制可能とされた、電車やハイブリッド車両と
しての鉄道車両が提供される。
【図面の簡単な説明】
【図１】列車相互間での電力エネルギ送受態様を示す図である。
【図２】エネルギ送受が可能とされた列車の一例での概要構成を示す図である。
【図３】その１構成要素としてのエネルギ制御装置の構成（その１）を示す図である。
【図４】同じく、そのエネルギ制御装置の構成（その２）を示す図である。
【図５】同じく、そのエネルギ制御装置の構成（その３）を示す図である。
【図６】列車の走行パターン、停止パターンそれぞれの例を示す図である。
【図７】ダイヤデータベースを説明するための図である。
【図８】路線データベースを説明するための図である。
【図９】路線図の例を示す図である。
【図１０】勾配データベースの例を示す図である。
【図１１】曲線データベースの例を示す図である。
【図１２】トンネルデータベースの例を示す図である。
【図１３】速度制限データベースの例を示す図である。
【図１４】臨時速度制限データベースの例を示す図である。
【図１５】閉塞割データベースの例を示す図である。
【図１６】エネルギ制御装置における運転制御部の一例での動作フローを示す図である。
【図１７】エネルギ制御装置における電圧制御部による自列車のパンタグラフ点電圧制御
処理フローを示す図である。
【図１８】架線を介し２つの列車間でエネルギが授受されている状態を模式図として示す
図である。
【図１９】その模式図を更に簡略化したものを示す図である。
【図２０】更にその等価回路を示す図である。
【図２１】電圧と電流の位相差が０である場合でのエネルギの移動を説明するための図で
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ある。
【図２２】同じく、電圧と電流の位相差がπ／2である場合でのエネルギの移動を説明す
るための図である。
【図２３】同じく、電圧と電流の位相差がπである場合でのエネルギの移動を説明するた
めの図である。
【図２４】エネルギ送受装置としての一例での具体的構成を示す図である。
【図２５】そのエネルギ送受装置によるエネルギ蓄積装置への充電電流を示す図である。
【図２６】その充電の際に、エネルギ送受装置内における電流の方向をスイッチのＯＮ／
ＯＦＦ状態との関係として示す図である。
【図２７】そのエネルギ送受装置によるエネルギ蓄積装置からの放電電流を示す図である
。
【図２８】その放電の際に、エネルギ送受装置内における電流の方向をスイッチのＯＮ／
ＯＦＦ状態との関係として示す図である。
【図２９】無線通信制御装置での動作フローを示す図である。
【図３０】地上制御装置との間での送受信により、自列車のパンタグラフ点電圧を設定す
る方法を説明するための図である。
【図３１】その場合での無線通信制御装置の動作フローを示す図である。
【符合の説明】
１０３…架線、１０４ａ～１０４ｃ，１０４…パンタグラフ、１０２ａ～１０２ｃ，２０
１…列車（鉄道車両）、２０２…ディーゼルエンジン、２０３…発電機、２０４…整流器
、２０５…インバータ、２０６…車両駆動モータ、２０７…エネルギ送受装置、２０８…
エネルギ制御装置、２１０…無線通信制御装置、２１１…エネルギ蓄積装置

【図１】 【図２】
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